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• 大学に産学官連携に関する基盤的な機能は備わり、主にマッチング
や知財のライセンシング等による産学官連携活動は量的には拡大し
てきている。しかしながら、大きな社会的インパクトや新たな市場を創
出するイノベーションにつながるシステムが構築出来ていない。

• また、中長期的に、産学が実用化まで連携する一気通貫のシステム
がない。

• 幅広い分野の研究者や金融機関等の関係機関の更なる巻き込みが
必要。

• 産学間の人材移転、若手研究者・学生の巻き込みが必要。

• 中長期の戦略・プロジェクト立案・展開や状況変化への柔軟な対応、
グローバルな事業展開や知財戦略等を可能とする組織システム・専
門人材が必要。
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産学官連携を巡る主な課題（まとめ）



• キャッチアップではなく、独創的なイノベーションを生み出す新たな産学
官連携拠点（産学官協働のための場）のシステム構築（日本の強みを
活かしたオープン・イノベーションシステムの構築）が必要ではないか。

• 拠点では、金融機関、商社、シンクタンク等のポテンシャルも積極的に
活用し、連携を強化することが必要（知のネットワーク強化）ではないか

• スピード感を持って実用化に達するためのモデルが必要ではないか。

（事業化戦略、知財戦略、ファイナンス戦略等）

• 戦略強化のための支援人材や人材育成・移転機能が必要ではないか。
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今後の方向性①（たたき台）



○産学官が共同で新価値・市場創造に向けた新たな研
究開発ニーズを発掘・創出（調査研究、コンセプト
の実証研究等）
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・研究者集積・産学官連携活動参加のためのインセンティブ導入
・知財戦略、国際連携等の専門人材の共有・活用
・人材育成・移転機能等の新たな産学官連携手法の構築 等 民間資金・政府大型研究資金等との連携
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今後の方向性②：新ニーズ創出型の新たな産学官連携拠点構想案（議論のためのたたき台）



Ａ：シーズとニーズのマッチング

Ｂ：大学研究者へのアピール、関
連研究者とのシーズ探索

Ｃ：シーズの応用展開力と企業側
のマーケット開拓の力の融合

Ｄ：探索的研究、構想力
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（科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会
産学官連携基本戦略小委員会（第２回） 資料１（石川教授作成）より抜粋）
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様々な形でマッチングの形態（参考）


